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１． 事業目的 

 中小企業政策の企画立案及び 2021 年版中小企業白書・小規模企業白書の作成、新型コロ

ナウイルス感染症による中小企業への影響の分析等のための基礎資料として、中小企業等

の実態を様々な側面より把握することを目的に、就業構造基本調査等の再編加工を行う。 

 

２． 事業概要 

 本事業においては上記の事業目的を達成するため、以下の統計の再編加工及び分析を行

うものとする。 

（１）総務省「労働力調査」 

（２）厚生労働省「雇用動向調査」 

（３）総務省「就業構造基本調査」 
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３． 各統計データに基づく集計の結果 

 本章においては、「労働力調査」、「雇用動向調査」、「就業構造基本調査」の３つの統計資

料を活用して労働市場における変化について概観する。 

 

３－１ 労働力調査のデータに基づく集計の結果 

（１）外生的ショックが日本経済に与えた影響（GDP 変化率）と失業率、就業率との関係 

 ここでは３つの外生的なショック（リーマンショック、東日本大震災、コロナ禍） 

が日本経済に与えた影響と外生ショックの日本経済への影響を通じて完全失業率にどのよ

うに影響を与えたかを概観した。ここで、完全失業者数の GDP 弾力性とは GDP の１％の

変化が完全失業者数を何％変化させるかを表すものである。完全失業者の変化率を見てみ

ると、リーマンショックの時とコロナ禍では、同様の動きを示しており、完全失業者の GDP

弾力性を見てみると、コロナ禍といった外生ショックが日本経済へ与える影響といったチ

ャンネルを通じて、完全失業者数に対して他のショックよりも多大な影響を与えているこ

とが窺える。 

 

表３－１－１ 四半期別ＧＤＰ変化率及び完全失業率のＧＤＰ弾力性と就業者変化率及び

完全失業者変化率    

（単位：万人、10 億円）                      （単位：％） 

出典：総務省「労働力調査」、内閣府「国民経済計算年報」 

 

 

 

 

 

 

 

国内総生産

(支出側)

総 数 就業者 完全失業者 GDP 総数変化率 就業者変化率
完全失業者

変化率
GDP変化率

完全失業者数の

GDP弾力性

2008年７～９月 6,689 6,422 266 516,419 -0.268 -0.527 6.400 -2.418 2.647

10～12月 6,654 6,393 261 510,012 -0.449 -0.637 4.819 -3.661 1.316

2009年１～３月 6,597 6,292 305 486,283 -0.015 -0.663 15.970 -8.182 1.952

４～６月 6,696 6,347 348 492,034 -0.697 -1.931 28.889 -6.578 4.392

７～９月 6,677 6,315 362 488,288 -0.179 -1.666 36.090 -5.447 6.625

2011年１～３月 6,569 6,256 312 498,605 0.015 0.337 -6.306 -0.744 8.473

４～６月 6,636 6,317 319 490,845 -0.435 0.048 -8.857 -3.075 2.881

７～９月 6,596 6,302 295 501,054 -0.946 -0.301 -12.463 -2.102 5.930

10～12月 6,582 6,298 282 500,127 -0.484 0.048 -11.321 -1.138 9.952

2012年１～３月 6,521 6,224 296 507,570 -0.731 -0.512 -5.128 1.800 2.849

2019年10～12月 6,915 6,753 157 557,513 0.802 0.836 -3.681 0.613 6.003

2020年１～３月 6,857 6,684 166 554,743 0.513 0.406 0.606 0.316 1.919

４～６月 6,845 6,641 194 510,653 -0.754 -1.308 15.476 -8.081 1.915

7～9月 6,878 6,663 202 538,594 -0.477 -1.289 25.466 -3.450 7.382

10～12月 6,898 6,679 201 551,117 -0.246 -1.096 28.025 0.259 108.207

労働人口 労働人口 国内総生産(支出側)
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３－３ 就業構造基本調査のデータに基づく集計の結果 

（１）起業家1の男女比の推移 

1997 年から 2017 年までの男女別の起業家数の推移を見てみると、女性の起業家が年を

追って減少しているのに対して男性の起業家が増えるといった傾向をデータから読み取れ

る。 

 

表３－３－１ 起業家の男女比の推移 （単位：％） 

  

                                                   
1 ここでいう起業家とは、自分で事業を起こした者を指す。 

調査年 男 女

2017年
86.3 13.7

2012年
79.9 20.1

2007年
79.5 20.5

2002年
76.7 23.3

1997年
70.9 29.1
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表３－３－２ 年齢でみた起業家の数と全年代に占める割合の推移  

                        （単位：人、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2017年 総数 29歳以下 30代 40代 50代 60歳以上
男性 1,156,900 11,500 78,000 207,900 245,100 614,400
女性 183,900 2,800 15,300 30,400 41,600 93,800
2012年 総数 29歳以下 30 40 50 60歳以上
男性 2,941,700 48,800 322,100 503,200 592,300 1,356,300
女性 740,700 16,800 83,600 139,400 154,000 312,600
2007年 総数 29歳以下 30 40 50 60歳以上
男性 3,377,000 66,900 397,800 537,400 889,800 1,372,400
女性 869,400 20,600 100,100 149,700 231,000 331,500
2002年 総数 29歳以下 30 40 50 60歳以上
男性 5,146,300 143,700 506,400 818,900 1,395,100 2,277,800
女性 1,565,100 66,900 177,700 251,800 436,400 628,000
1997年 総数 29歳以下 30 40 50 60歳以上
男性 5,621 178 512 1,229 1,371 2,331
女性 2,309 125 322 527 575 760

（割合）
2017年 29歳以下 30代 40代 50代 60歳以上
男性 1.00 6.70 18.00 21.20 53.10
女性 1.50 8.30 16.50 22.60 51.00
2012年 29歳以下 30 40 50 60歳以上
男性 1.70 11.40 17.80 21.00 48.00
女性 2.40 11.80 19.70 21.80 44.30
2007年 29歳以下 30 40 50 60歳以上
男性 2.00 12.20 16.50 27.30 42.00
女性 2.50 12.00 18.00 27.70 39.80
2002年 29歳以下 30 40 50 60歳以上
男性 2.80 9.80 15.90 27.10 44.30
女性 4.30 11.40 16.10 28.00 40.20
1997年 29歳以下 30 40 50 60歳以上
男性 3.20 9.10 21.90 24.40 41.50
女性 5.40 13.90 22.80 24.90 32.90
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４． まとめ 

コロナ禍が日本経済に与えた影響のみならず、完全失業率に対しても GDP の変 

化を通じて完全失業率を引き上げるといったように影響を及ぼすといったことが窺え

た。また、アメリカ、カナダにおいては、失業率の上昇が顕著に大きかったことが分かっ

た。 

 日本の労働市場において近年生じている現象を転職者と離職者の傾向から窺うため

に転職者の近年の傾向を企業規模間での労働移動といった観点から見てみると、同規

模の企業間における転職者数は、中小企業間の労働移動は減少している一方で、大企

業間では増加している。また、離職者の傾向としては、2000 年から 2013 年にかけて

は、中小企業における離職者数の全離職者数に占める割合が、大企業における同割合

を上回っていたが、2014 年を境に、大企業における離職者数の全離職者数に占める割

合が、中小企業における同割合を上回ることとなりその後もこの逆転した現象は続い

ている。 

 最後に、起業家の傾向を男女比で見ると 1997 年から 2017 年にかけて女性の起業家

が全起業家に占める割合は、年を追うごとに減少する傾向がある。また、男女とも起

業家の高齢化が進んでいることもデータから読み取れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


